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自己紹介
千葉商科⼤学 基盤教育機構 准教授
⼀般社団法人 地域政策デザインオフィス 代表理事
博士（政治学）

国会議員政策担当秘書、明治⼤学政治経済学部専任助手、横浜市地球温暖化対策事
業本部政策調査役、内閣府⾏政刷新会議事務局上席政策調査員、内閣官房国家戦略
室上席政策調査員、⻑野県企画振興部総合政策課・環境部環境エネルギー課企画幹、
自然エネルギー財団特任研究員等を経て、現在に至る。

国（内閣・国会）と県（⻑野県）、市（横浜市）のすべてで政策企画の経験を持ち、
国では⾏政府と⽴法府の両⽅で政策企画に携わった。また、有識者として国や自治
体で審議会委員等の経験も有する。現在は、⻑野県環境審議会地球温暖化対策専門
委員会委員、北海道ニセコ町環境戦略アドバイザーを務める。

著書︓『政権交代が必要なのは、総理が嫌いだからじゃない』『信州はエネルギー
シフトする』『国会質問制度の研究』『国⺠のためのエネルギー原論』（共著）
『再生可能エネルギー開発・運用にかかわる法規と実務ハンドブック』（共著）な
ど。

https://www.local-policy-do.com/
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１ 地域経済を活性化するため

☞ 地域主導型自然エネルギー事業の促進

２ 住⺠の健康寿命を伸ばすため

☞ 住宅の断熱改修の促進

３ 人口減少に⽴ち向かうため

☞ 公共施設のゼロエネルギー化

自治体の気候変動対策の意義と具体策
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１ 気候変動対策で地域経済を活性化する

［現状］ ［あるべき将来］

地域 域外

地域 域外

省エネ設備投資

熱利用
売電

自然エネルギー財団「地域エネルギー政策に関する提言」
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流出する化⽯エネルギー費⽤を地域に回す

環境白書2018年版

多額の資⾦がエネルギー代⾦として海外へ流出している
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自然エネルギーの地域メリットを増やすポイント

自然エネルギー財団「地域エネルギー政策に関する提言」

地域主導型自然エネルギー事業では、資本・担い⼿・資⾦がポイント

（リスク引き受け）
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県内事例︓ソーラーシェアリング
上田市⺠エネルギーのソーラー
シェアリング

２反で有機米の売却10万円・電
気の売却200万円（年間）

『信州はエネルギーシフトする』より
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具体策１ 域内の企業・住⺠の自然エネ事業を後押しする

⻑野県／岡⾕酸素／自然エネルギー信州ネット
おひさまBUN・SUNメガソーラープロジェクト

飯⽥市や⽊曽町などでは、地域主導型自然エネルギー事業を促進する条例を策定している
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主たる死因は、季節変動（寒冷期の増加）に伴う死因と、季節変動を伴わない死因（がん）に分けられる

⻑野県では、寒冷期に亡く
なる人が増える

寒冷期の死亡者増加の主因は
循環器系疾患（心疾患・脳血管
疾患）にある

呼吸器系疾患（主に肺炎）も寒冷期
に増加する死因（死因４位）

２ 気候変動対策で健康寿命を伸ばす
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⻑野県でも⼀般的に起こる「ヒートショック」
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循環器系疾患が医療費を押し上げている主因
⻑野県「第7次⻑野県保健医療計画（素案）」

医療費の約４分の１は
循環器系疾患（心疾患・脳血管疾患）

グラフ左︓国⺠健康保険
グラフ右︓後期⾼齢者医療

１人当たりで⾒ても
循環器系疾患の医療費が多い

もっとも医療費の⾼い疾病は循環器系疾患
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© 2020 Local Policy Design Office ⻑野県「第7次⻑野県保健医療計画（素案）」／厚生労働省「国⺠生活基礎調査の概況 」

要介護２以上では、
脳血管疾患が認知症
を上回る

要介護度別にみた介護が必要となっ
た主な原因の構成割合（全国）

⻑野県の⾼齢者における介護・介助が必要になった主な原因（複数回答）
（2016年度）

循環器系疾患は、介護認定の主因にもなり、介護費を押上げ、健康寿命を低下させる要因にもなっている

要介護５の最大原因は循環器系疾患
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全館暖房している北海道がもっとも冬に死亡率が上がらず、南国の⿅児島県や愛媛県で冬に死亡率が上昇している

家の中の寒さ（温度差）で多くの⼈々が亡くなっている
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県内事例︓断熱住宅に⼒を⼊れる⼯務店

田中信⼀郎「信州はエネルギーシフトする」

⻑野県は新築住宅の断熱化を促す仕組みを設けているため、市町村では既存住宅の改修を促すことがポイント

標準グレードでも
次世代省エネ基準を
⼤きく上回る性能
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具体策２ 県の省エネ改修サポート制度と連動した改修⽀援の仕組み

⻑野県ホームページ

省エネ改修サポート制度について、詳しくは県のゼロカーボン推進室にお問合せください
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建て替え・大規模改修が迫られている公共施設が、どこの市町村にも存在する
総務省「公共施設等の総合的かつ計画的な管理による⽼朽化対策等の推進」

３ 気候変動対策で⼈⼝減少に⽴ち向かう



地域政策デザインオフィス

Local Policy Design Office

© 2020 Local Policy Design Office

⼈⼝減少とインフラ⽼朽化の将来

⾍⾷い状態で⼈⼝減少とインフラ⽼朽化が進み、⽣活・経済活動の不便さが増し、⼈⼝流出が加速する
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⾍⾷い状態で⼈⼝減少した場合に発⽣する地域課題

空き家・空き建物の
増加

︖

商業施設・サービス
産業・病院の撤退

買い物困難者・生活
困難者の増加

訪問・宅配サービス
の撤退

公共交通・インフラ
の維持困難

地域特有の課題



地域政策デザインオフィス

Local Policy Design Office

© 2020 Local Policy Design Office

県外事例︓北海道ニセコ町新庁舎（2021年度竣⼯予定）

国内最⾼レベルの超⾼断熱（平均
熱貫流率0.18）の役場庁舎。

同町の「第二次環境モデル都市ア
クションプラン」に基づき、基本
設計を⾒直して、⼤幅にエネル
ギー性能を強化した。

地域エネルギー会社をつくり、
LPG（将来は再エネ化）でエネル
ギーを供給。

災害時には、当面のエネルギーを
自給できる。

建設費を抑制するため、太陽光パ
ネルは付けず、住⺠主体で後から
設置できるようにしている。
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具体策３ 公共施設のゼロエネルギー化

建て替え・⼤規模改修が
避けられない公共施設

住⺠生活・地域経済に⽋かせない
稼働率の⾼い建物に再生

100〜200年使える
⻑寿命化

ゼロエネルギー化など
トータルコストの抑制

地域の建設会社が
技術を学ぶ場にも

利用者・勤務者の
業務・学習効率の向上

具体的な方法は「持続可能な公共施設のつくり方⼿引き」を参照ください

防災・避難拠点として
機能性の向上


